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第３章　プロジェクトの内容

３－１　プロジェクトの目的

中華人民共和国政府は、土砂流出防止及び砂漠化防止のため、また、西部大開発計画の推進

のため黄河上中流域における植林事業を最重要事項の一つとして取り組んでいる。

本無償資金協力による黄河中流域保全林造成計画は、黄河中流域のうち寧夏回族自治区にお

いて中国側が推進する植林事業を支援するため、自治区内の陶楽県、塩池県、霊武市内に治沙固

定のモデルとなる植林を行うことを目的とする。

その短期的、中・長期的目的は次のとおり。

（１）短期 目 的

①　寧夏平原東北部毛烏素沙漠の本件対象地域に人工造林により植生を回復させること、

②  計画対象地域に治砂固定のモデル林を造成すること

③　工事の実施のために雇用される地元住民の所得を向上させ、生活条件を改善すること、で

ある。

（２）中・長期目的

①　毛烏素沙漠の計画対象地域の沙漠化地域の拡大を防止し、その被害を抑えるため、流動

砂丘を固定し、また、土砂の飛散量を制御すること

②　造成した保全林モデルが寧夏回族自治区内外に普及され、治沙固定の推進に資すること
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③　植生資源の持続的な利用によって、農牧民及び林業従事者の生活条件を寧夏の他の

地域と同程度に向上させ、経済及び環境の持続的発展を図ること、である。

３－２　プロジェクトの基本構想

要請をもとに基本設計調査を実施した結果、要請対象地である陶楽県、塩池県、霊武市の計画

対象地に 4,281ha の保全林を造成することとした。

その基本構想は、以下のとおりである。

３－２－１　計画 対 象 地 域 と 植 栽 面 積

保全林造成計画対象地は寧夏回族自治区北部の陶楽県に 1 団地、東部の塩池県に 5 団地、

黄河沿いの中部の霊武市に 1 団地が配置されている。計画対象地の位置については口 絵 の 保 全 林

造 成 対 象 地 域 関 係 図を参照されたい。

保全林造成計画対象箇所の面積は当初要請が 4,000ha、基本設計調査時には 4,400ha であっ

た。基本設計調査時の 4,400ha を調査対象地として調査した結果、ほとんどの箇所は 2000 年 5 月

31日に日中双方が合意した計画対象地選定基準に合致していた。しかし、調査対象地の一部の社

会経済的配慮、経済性から難点のある箇所は計画対象地から除外し、また、一部の隣接箇所は保

全効果の確保のために追加した。

この結果、4,281ha を本計画の保全林造成対象地面積とした。当初要請面積と計画面積との対

比を、表 3 - 1   「 保 全 林 造 成 計 画 面 積 と 要 請 面 積 対 比 表 」に示す。本計画の保全林造成計画対象

地は表 3 - 2   「調査対象面積集計表」に示す優先度 A、Bランクの4,281ha を選定した。この、計画対

象地選定のための「優先度区分表」は、表 3 - 3、 優先度区分を箇所毎に当てはめた「評価一覧表」

は 表 3 - 4 のとおりである。図 3 - 1 - 1 , 2 , 3 , 4  に「計画対象地優先度区分のための仮区分地図」を示す。
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なお、この保全林造成計画面積には、林道などの施設・仮設工作物敷地面積を含む。

また、保全林造成計画面積は、要請対象地約 4,400ha の外周を実測し、その成果をもとに図上

で区画している。このため、計画面積を最終確定するためには、今後の詳細設計において部分的に

実測し、補正する必要がある。

さらに、これらの計画対象地の一部分は、上記の区分により新たに計画対象地に組み込まれた。

大部分の計画対象地は、林地としての利用権の設定登記が済んでいる。新たな計画対象地につい

ては林地としての利用権の設定登記が必要となる。本計画は、この利用権設定登記が工事開始前

に寧夏林業庁により実施されることを前提に計画する。

　表３－１　保全林造成計画面積と当初要請面積対比表
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　表３－２　調査対象地面積集計表
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　表３－３　 優先度区分
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図 3 - 1 - 1 , 2 , 3 , 4  「計画対象地優先度区分地図」

1 / 4
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１/4

A 3
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2 / 4

A 3
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３－２－２　保全林 造 成 工 事 の 期 間

本プロジェクトは植林により保全林を造成する工事である。また、植林工事の実施に必要な井戸ポ

ンプ給水施設、林道、防護柵、護林員詰所、監視所の建設を実施し、資機材の調達及びソフトコン

ポーネントにおいて保全林管理指導を併せて実施する。　プロジェクトの主要工事である植林工事は、

季節風により移動する砂丘地に樹木の苗木を植え、また、砂丘上部には藁による砂止めを設置する

とともに草本種子を播種する工事である。

工事期間を主として規定する技術要因は次のとおりである。

・春の植栽適期に短期集中する植林作業

・少雨地帯のため必要となる補植作業

・資材、人員の作業地への移動のための道路の開設進度

また、工事期間が長期化するとインフレ、為替リスクが発生する。

このため、最短期間で実施することとし、工事開始から工事完了・引き渡しまでの期間を約 4 年間

とすることとした。

３－２－３　植林工事

寧夏回族自治区の沙漠化地域内では自治区林業庁、鉄道、国道関係部局、ドイツ KFW 等が植

林工事を実施してきている。　また、日本の農林水産省林野庁補助金による「砂漠化地域森林復旧

指針策定調査事業」で実施した試験林造成事業は、成功例として知られている。これら成功例は本

工事実施に当たって有益な現地調査資料を提供している。本件ではこれらの成功した実施事例の

技術を組み合わせて基本設計を行う。

以下、植栽工事の基本構想を述べる。



62

（１）　完 成 す べ き 保 全 林 の 姿 と 造 成 工 法

　　①　完成すべき保全林の姿

工事完成後に引き渡され通常の管理がされている場合の 5-10 年後の保全林を次のような姿

になるように誘導するために必要な工事を実施する。

A　流動砂丘地は、中国の地元樹種及び草本種子によりカバーされている。

このため、砂丘地は固定し、飛砂、流動による被害発生源とならない状態になっている。

B　砂丘地は全体になだらかになっている。

これは、流動砂丘の頂上部には樹木は植えないため、まわりの樹木が大きくならない期間に、風

により頂上部が削られることになるためである。

C  安定した地表部には、皮膜状の土壌が形成されている。

これは、外部から飛来する細かな黄土が一定程度堆積し、また、安定したことにより地衣類が侵入

することになるためである。

②　本計画の基本工法

　　　流動砂丘地をこのような姿の保全林に誘導するために、本計画では次の工法を採用する。

A  砂丘の丘間低地に高木、砂丘中腹部まで灌木を組み合わせて植栽することにより風速

を弱めて流動砂丘の固定を図る。

B  砂丘頂上部には、ワラを用いた砂止めを設置し草本種子を播種することにより時間をかけて砂

丘の平坦化を図る。

砂丘断面と樹木の植栽、方格沙障と種子の播種の位置関係については  口 絵 の 造 林 設 計 例を参

照されたい。
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（２）　植栽樹種

植栽する樹種は、総て中国原産のものであり、対象地域で治砂固定事業に使用し、生育 ・生存が

確認されたものを使用する。植栽に使用する樹種は、「表3 - 5  植 栽 樹 種 一 覧 表」のとおりである。

（３）　苗木の入手

苗木は、寧夏回族自治区林業庁直営の林場営林署や農家から購入することとし、この事業のた

めに苗畑を新たに整備することはしない。これは、中国が実施している治沙固定事業で苗木生産が

整備されてきているためである。使用する苗木は 1 年生裸苗が主体である。このため、翌年春の植栽

苗木の需要量を事業開始時以降、速やかに種苗生産事業体に伝え、苗木の安定確保ができるよう

にすることが重要である。このことは、自治区全体の苗木の生産流通秩序を乱さないためにも必要で

ある。

寧夏回族自治区には、現在、各種の苗畑が 3,992 箇所存在し、このうち国有苗畑が 50箇所、郷及

び村単位の集団苗畑が 63 箇所、個人経営苗畑が 3349 箇所あり、総育苗面積は 3,100ha、年間総

苗木生産量は 5 億本である。

 表３－５　植裁樹種一覧表
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本計画対象地の 2 県 1 市における苗畑の現状は、次の 表 3 - 6  「計画対象県市の苗畑の現状と計

画 実 施 に 必 要 な 苗 木 本 数 対 比 表 」に示すとおりである。本計画実施のために必要な本数の苗木の調

達は可能である。

　

（４）植栽方法

治砂固定のための植栽方法は、中国が実施している治砂固定事業、及び、日本の農林水産省林

野庁補助金による「砂漠化地域森林復旧技術指針策定調査事業」 (第 1 期 1989-1993 年、第 2 期

1994-1996 年)で実施した試験林造成事業の技術的成果を利用する。中国の治砂固定事業で用い

られている技術は、完成度の高いものではあるが、単一樹種による造林であり、また、不安定な年降雨

量の変動に対応して徐々に完成させる方式をとっているため工事完成までに 5年以上の時間がかか

る。一方、「砂漠化地域森林復旧技術指針策定調査事業」で実施した試験林造成事業は、多くの樹

種を植栽し、方格沙障、草本種子も補助的に用いて 3 年程度の比較的短期間に工事を完成してい

る。　今回の工事では、この両者の技術を組み合わせ実施する。

（５）植栽時期

3 月から 4月が最適期である。これは、樹木が冬季の休眠期から目覚め、水を吸い上げて展葉を始

める時期と根系の発達が始まる時期が同時であり、植栽時の葉からの蒸散と根からの水分吸収のバ

ランスがとれており植物体への負担が少ないためである。

表３－６　計画対象県市の苗畑の現状と計画実施に必要な苗木本数
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7-9 月中旬までは、雨期であるが高温の時期である。苗木は展葉し成長している時期であるため、

植栽時の葉からの蒸散と根からの水分吸収のバランスを崩さないような苗木管理、または、給水をす

る必要があるため植栽時期としては実施可能ではあるがやや難しい時期である。

10 月、11 月上旬は、植栽そのものは不可能ではないが、11 月の樹木の生育が止まる時期までに

一定程度の根系の発達を確保し越冬させるのが望ましいことからは、無給水方式では適期とは言え

ない。

このような植栽適期、及び、植栽工事全体の期間から、本工事では新植については最適時期であ

る 3 月から 4 月に実施することとし、また、補植については、1 回目新植の補植は 2 年目、3年目の春、

2 回目新植の補植は 3 年目の春秋、3 回目新植の補植は 3 年目の秋に実施して中国側に引き渡す

よう計画する。

　

このことにより、本件保全林建設工事結果を中国側に引き渡したのちに、中国側が保全林を引継

いで維持管理する時期には、追加的補植は不要であるか、または、必要最小限の補植で維持管理

できることとなる。

（６）　補植

単年度毎の必要補植量は、その年の降雨量と降雨パターンにより変化する。しかし、現状では降

雨量の予測は不可能につき現状では工事期間の単年度ごとの年補植量は決められない。このため、

平均補植率を適用し、計画的に補植を実施する。

なお、植栽年の降雨量が多く高い活着率が達成できた場合には、補植用の苗木に余剰が出るの

で、隣接する流動砂丘に植栽する。

　表３－７　植栽年次計画表
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また、降雨量が平年度より少なく、活着率が平年度より低い場合には、用意した苗木の数だけ補

植する。この場合、中国側の判断で補植がさらに必要と認めるならば、中国側が自らの経費で追加的

に補植を実施する。

３－２－４　　施設・ 仮 設 工 作 物 建 設 工 事

植林工事の実施に必要な植林工事以外の施設、仮設工作物の建設を実施する。建設する施設、

仮設工作物の一部は、本件工事終了後に中国側が行う保全林の維持管理、及び、中国側が自ら

行う工事対象地隣接地への植林地の拡大のために利用できる。

このうち、本計画の対象施設と区分する工作物は、引き渡し後の保全林の維持管理を中国側が

実施するのにも利用されるものに限る。この観点からは林道、護林員詰所、霊武対象地の井戸ポンプ

給水施設、監視所、防護柵がこれに該当する。

また、主として工事期間中にのみ使用する工作物は、仮設工作物として整理する。この観点からは、

井戸ポンプからの給水用配管が仮設工作物に該当する。

３－２－５　資機材

実施機関である中国国家林業局寧夏回族自治区林業庁が担当する植林地保護のための住民

に対する研修普及宣伝活動、及び、保全林の維持管理等に必要な最小限の車輌等機材を調達対

象とする。

３－２－６　保全林の維持管理

造成した保全林及び関連する施設の引き渡し後の維持管理を担う組織は、本事業対象地を管

轄する寧夏回族自治区林業庁及びその傘下の陶楽県、塩池県、霊武市の各林業局である。保全

林の維持管理上重要で致命的な森林被害原因の大部分は人為的なものである。

  図 3 - 2  　「林に対する人為被害の主要防止対策」を示す。
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 これら対策の林業庁、林業局の実施体制の現状を見ると、つぎのとおり。

A  寧夏林業庁及び林業局は、従来の治砂固定事業で造成された保全林の維持管理を経常業

務として実施しており、維持管理のための人材の確保及び給与・賃金などの支払い能力がある。

図３－２　保全林に対する人為被害の主要防止対策
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B　各県林業局は造成した保全林に護林員を配置し、巡回監視にあたらせ各種森林被害の未然防

止に当たっている。しかしながら、防護柵の未整備、広い面積を巡回監視するための移動手段の

未整備、林道などのインフラの未整備から総ての場所で完全に実施されているとは言えない。

このような従来の保護管理上の問題点を踏まえ、本事業では、護林員による巡回監視能力を高め

るための移動・通信手段、林道の整備、防護柵の完備及びソフトコンポーネントとして地域住民を対

象とした研修普及宣伝活動の強化を計画に組み込んでいる。これら関連施設機材の調達と中国側

の適切な運用によって、保全林は良好に管理される。
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３－２－７　基本構想の総括

以上の基本構想に基づき検討した基本計画の数量を用い、事業の主要な構成要素をとりまとめ

ると 表 3 - 8 - 1 , 2  「 事 業 の 基 本 構 成 要 素 総 括 表（植林工事、施設、機材調達）」のとおりである。
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3-8-1
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3-8-2
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３－３　基本設計の方針

本計画は、中華人民共和国寧夏回族自治区の陶楽県、塩池県、霊武市の流動砂丘地帯に保全

林を造成、治砂固定し飛砂による被害を軽減し、計画の実施により就労機会を増加し、また、保全林

はモデル林として普及のために利用され、さらに、住民の生活の維持向上に資するための無償資金

協力の実施のための基本設計である。事業の設計にあたっては、中国側政府関係機関との協議及

び現地調査結果を踏まえ、以下の方針に沿って基本設計を行う。

３－３－１　自然 条 件 に 対 す る 方 針 と 環 境 配 慮

（１）　降雨量と降雨パターン及び気温への対応

対象地は降雨量の少ない乾燥地である。降雨量に関しては、通年の降雨量が少なく、季節的には

夏雨型の降雨パターンを示す。降水日は少なく、晴天の日が多い。また、気温は概して低く植物の生

育に必要な温度がある期間は、春から秋までの約半年間である。このような降雨及び気温の状況か

ら、次のことに留意して設計する。

植栽は、生育成長が可能となる春の 3 月から 4 月の間に完了し、残りの雨期は植栽木の生育のた

めに利用することが重要である。

総ての作業は、砂地で日陰のない炎天下で行われる。労働者および植物体にとって厳しい環境で

ある。このため、労働者のための日陰つき休憩所の設置など労働安全衛生対策、樹木のためには苗

木の日陰つき仮植場の設置など苗木活力維持対策が重要である。

施設・仮設工作物の建設時期は、コンクリート工事を伴うごく一部の工事については気温の下がる

11 月から 2月は難しいが、その他の工事は通年実施可能である。各作業種とも降雨による作業休日

は設計上見込まない。

（２）風向きと風速

冬に北西風、夏には南東風があり、地上の風速が 6～7m/秒以上になると砂嵐が発生する。砂嵐
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時には、視界不良、作業環境劣悪となるため作業休日とすることを前提に設計する。常風により流動

砂丘地帯の個々の砂丘は形を変え、1 年に数メートルずつ移動する。この砂丘の移動により植栽木は

埋没、または、根元部分の砂が風で移動し根系が露出する等の原因で枯死し、杭・建物など構造物

は埋没、または、土台などの基礎部分が風蝕により不安定となる。このため、植栽または建設に当たっ

ては、埋没、風蝕被害を回避するよう設計する。

（３）　異 常 気 象 へ の 対 応

降雨量の年変動が大きいため、年により変動する植栽木の枯損に対応して補植を計画する。

（４）　地形、土壌及び地下水

地形は、大地形としては平坦または緩傾斜地である。このため対象地の全域を植林対象地とする。

また、微地形としてはほとんどの場所で数メートルの高さの砂丘と丘間低地が連続している。   砂丘

頂上と丘間低地では植物の生育条件が異なる。このため、微地形に適合した樹種・植栽方法を選択

するよう設計する。  土壌は、植物体の根系が及ぶ範囲は未固結の細砂による流動砂丘及び砂の

堆積地である。砂の保水力は低い一方で、砂により地下からの毛管水が遮断され、地表面からの蒸

発は少ない。地表面には 10～20cmの厚さで乾いた砂の層があり、その下の砂層には数%の水が含ま

れている。このため、植栽時には、表面の乾燥した砂を除いてから植え穴を堀り、埋め戻し時には表面

の乾いた砂で再び表面を埋め戻すこと、及び、砂の保持する少量の水を植栽した苗木が速やかに利

用出来るように大きな植え穴を掘り、根系の伸長を助けるように設計する。この植栽方法は、中国の

砂地造林における標準的方法である。

対象地のほとんどの団地・場所には植物体の利用可能な範囲の深さに地下水があり、また、霊武

市対象地の全てと他の団地の一部には根系が及ぶ範囲に地下水がない場所がある。地下水位と植

物樹種との関係を見ると、地下水位が深い場所ではポプラのような高木は生育が難しく、また、地下

水位が深くても生育する灌木類の樹種でも植栽時の活着率が低い。このため、対象地の地下水位

条件も勘案の上で樹種、植栽方法を適切に選択するとともに地下水位が根系の及ぶ範囲を越えて

特に低い霊武団地では植栽時に補水するよう設計する。
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地表面は砂質土で構成され、地耐力が弱いことから大量に通行するトラックの円滑な走行を確保

し、計画通り植栽工事を実施するために林道には路盤工を施工するよう設計する。

（５）　環境 配 慮

本プロジェクトは、流動砂漠地域の治砂固定により自然環境の回復を図る保全林造成事業であ

る。工事の実施目標は自然環境の改善に資するものであるが、実施内容によっては自然環境への悪

影響が生じることもある。

　　①　本件工事で悪影響が懸念される事項は、つぎのとおり。

A 選択や樹種の量的配置による生態系の攪乱

B 工事の実施に必要な土木建築工事による地表面土壌の攪乱等

C 工事実施後の植生の繁茂による野生生物の大発生

D 獣害防止のために薬剤を利用する場合の地下水汚染

E 林の樹木等植生の地下水吸い上げによる地下水位の低下

 ②　これらの可能性に関し、本工事では次の設計方針で悪影響が生ずることを未然に防

止する。

　　A　樹種選択や樹種の量的配置による生態系の攪乱の未然防止方策

a.　樹種選択

総ての樹種は中国北西部の沙漠化地域原産のものを採用する。

また、樹種だけでなく、草本種子の播種も地元原産の種を採用する。

     b. 種毎の量的配置

流動砂丘の微地形に合わせ、適地適種の原則で種を配置するよう設計施工する。こ

のことにより、種レベルでの適正数量の配置が確保できる。以上により、種レベルでの生態系

の攪乱の可能性はほとんど考えられなくなる。

B　植林工事の実施に必要な土木建築工事による地表面土壌の攪乱等の防止方策

植林工事における土木的手法は、治砂固定を促進するための砂止めワラ立て工法(方格
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沙障の設置)で採用する。この工事のための材料は藁であり、藁は数年以内に微生物により

分解され、植物体の栄養になるため、植物の生育環境の改善に役立つ。この他の比較的事

業量が大きな土木建築工事は、植栽工事の実施に必要な林道工事、防護柵の建設である。

林道工事の全ては、砂丘の砂の切取、盛土工事及び外部から黄土、砂利、玉石、藁を搬

入して行う路盤工事である。路盤工事用材料は自然物であり、環境を悪化させる要因には

ならない。

防護柵は、コンクリート柱と鉄線で作られる。防護柵は主たる沙漠化原因である家畜によ

る地表植生の滅失、蹄による地表面の攪乱を防止するものであり、環境を悪化させる要因に

はならない。

　　　C 林工事実施後の植生の繁茂による野生生物の大発生への対処

対象地外からノネズミ、野ウサギ、昆虫が植栽地に移動し、増殖し大発生することは天敵

の生息密度とのバランスがとれない段階で過渡的にあり得る。多様な植栽樹種の分散配置

は、生物被害回避の一手法である総合防除の一部である。植樹木に被害が発生する場合に

備えて、その他の防除対策も講じることとするが、異常に発生するかどうかの予測は出来ない

ため、野生生物の大発生による植林工事に対する被害については工事施工者責任は問わな

いものとして設計する。現実に、野生生物が大発生し、予定している補植の計画数量を上回

る場合には、必要に応じて中国側が追加的補植等の必要な措置を講じるものとする。

　　 D 虫獣害防止のために薬剤を利用する場合の地下水汚染の未然防止対策

対象地の砂丘地の周辺には井戸が点在しており、これが住民及び家畜の飲料水として用

いられている。このため、病虫獣害防止のために一定の対策を講じる場合でも、残留性のある

農薬は使用しない。

　　 E 保全林の樹木等植生の地下水吸い上げによる地下水位の低下への対処
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保全林が造成された場合に、降雨水の一部は樹木の蒸散作用により地下から失われる。

地下水が浅い場所での地下水位の低下は避けられない。地下水位の低下は、小流域内で

次に影響する可能性がある。

a.　農業集落の生活用、家畜用の井戸

b.　浅層地下を利用した溜池による小規模灌漑農業

c.　植栽樹木そのもの

このうち、溜池による小規模灌漑農業に影響が生じる可能性のある塩池県一果樹村対象地

の一部は、現地調査時に計画対象地から外した。また、農業集落の生活用、家畜用の井戸が

要請対象地内に含まれている場合には、植林計画対象地から外した。現在のところ、砂漠化地

帯において植生と降雨水・地下水の相互関係に関する知見は乏しく、従って植生の生育密度

管理による流域の水管理技術は確立されていない。また、これら現象は、植栽後徐々に兆候が

観察され、本格的に影響がでてくるのは、植林工事の引き渡し後に植生が繁茂してから後であ

る。

地下水位の低下の緩和、植栽樹木の生存に対する悪影響の緩和のために、必要に応じて樹

木の間引きや枝打ちの実施が必要となることが予想され、また、必要な場合には、既存の井戸を

さらに深く掘る必要が生じる可能性がある。これらの可能性に対処していくため、定期的な植生、

井戸の水位の観測が必要である。

３－３－２　社会経済的条件に対する方針と配慮

（１）　土 地 利 用 権 の 確 保

土地は総て国有であり、対象地の利用権は開発計画を登記し、実施することにより確定する。対

象地のうち当初要請部分は開発計画の登記済みであり、植栽利用可能な状態にある。
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しかし、当初要請から変更された部分及び要請にはなかったが保全林効果を高めるために基本設

計調査で追加した対象地は未登記である。このため、中国側が事業開始までに開発計画の登記事

務を完了する必要がある。これら対象地は荒蕪地であり林業庁以外の者による開発利用権設定の

動きもないため、計画作成及び事業実施の障害にはならない。従って、中国側による開発計画登記

事務が行われることを前提にして基本設計の現地調査で選定した箇所を植林計画対象地とする。

（２）　植林工事実施のためのインフラ整備

作業現場は無人の砂丘地である。人員および植林資機材運搬のための林道、霊武市対象地で

の植栽時の補水のための水の供給施設、保全林保護等のための護林員詰所等インフラがないため

必要な施設・仮設工作物の建設を設計で見込む。

（３）　家畜の放牧

対象地である砂丘地帯は、人は居住していないものの羊の放牧地または草場への通過地として

実態的に利用されている。　半乾燥地・乾燥地における植林木の保育管理のために、家畜による植栽

木の食害防止対策が最重要課題であることは、世界的に広く知られている。

対象地域で実施した社会経済調査によれば、地域住民は、保全林の確実な造成のためには家畜

侵入防止のための防護柵が不可欠であるとしている。

このことは、牧畜局による家畜の舎飼い指導、牧畜局自身による草地の保全回復のための柵によ

る囲い込みの実施、農民自身の畑周辺の防護柵などの有効性の確認により共通認識が出来上がっ

ていることを示す。寧夏林業庁は、治沙固定工事施工地の植生回復を図るため、家畜が侵入しない

ように住民に対する宣伝を続けてきた。しかしながら、物理的な防護柵だけでは家畜放牧請負人で

ある牧人による対象地への入り込みを完全に防止できない実態にある。

このため、防護柵を設置するとともに対象地域を巡回し入り込み者を指導する等のための護林員
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を配置し、万全を期することが必要である。

護林員は、24時間勤務で対象地の保護に当たることとされており、寧夏回族自治区林業庁ではこ

の種の植林地には 200ha に一人の割合で護林員を配置することとしている。

このため、林業庁による護林員監視人の配置のための護林員詰め所を建設し、また、巡回監視を

容易にするため、計画対象地を展望できる要所に監視所を配置するよう計画する。

さらに、護林員による保全林の監視・連絡を機動的に実施するため、モーターバイク及び携帯用無

線機を調達するよう計画する。

（４）　地域 住 民 へ の 研 修 普 及 宣 伝 活 動

植林工事による保全林の維持管理を円滑に実施するためには、地元住民の理解と協力は不可欠

である。地域住民は沙漠化の防止、沙漠化地域での森林復旧の必要性を強く意識し、理解している。

それは、流動砂丘が畑地、家屋、道路等を飲み込み財産の損失、農業生産の低下の原因となってい

ることを、生活の場で実感しているためである。

このため、比較的に容易な場所では部分的には家屋、畑地の周りに樹木の植栽が行われている。

しかしながら、一般的には植樹を試みたものの成功している例はごくわずかである。

これは、概念的知識は与えられたが、実務レベルの技術的知識が不足していることを示す。住民が

住民の家屋、畑の周りに植樹できる技術を身につけ、自ら植樹が出来、樹木に対する愛着を感じるよ

うになることで、保全林の維持管理に対する地元住民の理解と協力はより一層強固なものになる。

このため、中国側が一般的普及宣伝活動とともに対象地周辺の住民を対象にした実務レベルの

技術的知識の付与を含めた小規模な研修普及活動の実施に必要な機材を調達するとともにソフト
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コンポーネントで研修普及宣伝活動の強化を図るよう計画する。また、植林事業の枠内で研修普及

宣伝活動の効果的実施のための小規模な試験展示林を造成する。

（５）　社会 経 済 的 配 慮

本プロジェクトは、自然環境の改善を通じて社会経済環境の改善に資するための植林事業である。

要請書に記述されている本プロジェクトの目的の一つは「事業の実施を通じた地元雇用の増大、

治砂固定による営農条件の維持・改善など社会経済の発展」である。

このため、本工事の設計にあたっては次に配慮する。

　①　地元雇用工事の実施により自動的に地元雇用は増大する。

このことに関し、植樹作業は季節性のある短期集中的作業であるため、農作業への影響、機

械化植林の可能性の検討が必要である。　主たる工事である春の新植は短期集中的な雇用を

生み出す。この新植作業と農作業時期との調整が必要である。このためもあり、植栽時期は春の

農繁期である 5～6 月を避けて 3～4 月に実施するよう計画する。

また、雇用に当たっては可能な限り計画対象地住民住民を優先雇用すること、地元行政組

織や自然集落組織との連携を図り、地域社会の活力を生かす考え方で計画を実施することが

重要である。

　②　営農条件の維持・改善など社会経済の発展

治砂固定のための植林により流動砂丘の移動による家屋、農地の埋設、農作物の飛砂によ

る被害が軽減される。このため、事業実施対象地として、保全効果が高くなるような箇所が選択

されている。また、保全林造成後は、保全林造成の副産物である除伐、間伐材が地元に供給さ

れることとなる。

上記の治砂固定、副産物供給ともに保全林が造成されてはじめて発現する地元社会経済
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への貢献であるため、確実な保全林の造成を最優先事項として植林樹種、工法を選択する。

３－３－３　事業実施環境と設計方針

（１）　雇 用 労 働 力

雇用労働力は、主として対象地の周辺の集落住民であり、一部は、主要幹線道路沿いの住民で

ある。季節的に多数の労働者により実行される本プロジェクトを円滑かつ効率的に推進するため各種

事業請負組織は、通勤体制の整備、労働者への技術訓練と安全管理研修を適切に実施するよう

措置する。作業現場は、砂丘地であること、樹木など日陰がないこと、及び、近くに休憩所に利用でき

る施設もない作業現場であること、昼食時に炎天下作業を避けるためもあり、時間の休憩をとる労働

慣行であるため休憩テントの設置を設計で見込む。

（２）　現地業者・ 現 地 資 機 材 の 活 用

各県市の地元の植林工事にかかる事業体・個人事業主、資機材に係る現地生産流通業者の能

力を生かしつつ事業を実施するよう設計する。

　　①　現地業者

購入する苗木の生産者、植林事業請負事業体・個人事業主は、現地での植栽に精通し、

実績もある。また、林道等施設・仮設工作物の建設に関しても同様である。

このため、本工事の一連の現場作業は、本邦施工会社と現地事業体等との間の契約により

施工することを前提とし本計画を設計する。

　　②　現地資機材の活用

保全林造成に必要な工事用資機材は、多種多量にわたるが、これらの大部分は現地調達

が可能である。　このため、現地生産流通業者の能力を見極め、綿密な調達体制を確立するこ

ととし、可能な限り現地資機材を活用することを前提にして本計画を設計する。

（３）　実 施 機 関 に よ る 安 全 衛 生 指 導 及 び 保 全 林 の 維 持 管 理

　本プロジェクトの実施機関である中国国家林業局及び寧夏回族自治区林業庁は労働者の安
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全衛生に配慮しつつ林業活動を実施してきた。また、沙漠化地域で保全林を造成し、維持管理して

きている。本件プロジェクトでは、寧夏回族自治区林業庁は国家林業局の指示により、現地における

本件事業の実施機関としての役割を担う。

林業庁は、工事期間中も施工業者により植林工事がなされている計画対象地の一般的管理業

務に責任を負うとともに特に次の点については、深く関与し責任を持つ。

　

　　① 実施機関による工事期間中の安全衛生指導

本プロジェクトは数多くの労働者を雇用して実施するのが特徴である。施工業者は雇用

労働者のために法令に基づき適切な労働衛生管理を実施しなければならない。しかしなが

ら、これら法令は労働衛生管理にかかる現場の総てを網羅しているわけではなく、また、現

場実態を踏まえて運用されるべきものである。　寧夏回族自治区林業庁は治沙固定事業

を実施してきており地域の労働法規、労働慣行、労働事情を熟知している。このため、本件

工事の施工責任労働者の労働安全衛生確保の責任は施工業者が負っているが、工事

施工中の安全衛生管理については現地に精通した寧夏林業庁の指導を必要としている。

　　　　②　実施機関による植林地の維持管理

森林の保護管理を適切に実施するためには、周辺地域住民の理解と協力は不可欠であ

る。寧夏回族自治区林業庁は地域の人々や社会習慣、農業事情等を熟知している。また、

林業庁は、管轄する林業地の適切な管理のために従来から林業に関する普及宣伝活動を

実施して来た。また、必要な場合は森林警察権を行使できる機関でもある。

このため、寧夏回族自治区林業庁は、植林地の引き渡し後は当然の事であるが、引き渡

し前の本件工事期間中も、本件植林対象地保護のための普及宣伝活動、及び護林員を

配置し巡視等の保護対策を講じるものとする。この労働安全衛生対策および地域住民の理

解と協力を促進するために必要な車輌等機材の一部は、本プロジェクトの機材調達で対応

するよう設計する。
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